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「
社
会
は
ま
さ
に
存
在

す
る
」
「
わ
れ
わ
れ
の
国
民

保
健
サ
ー
ビ
ス
を
守
ろ
う
」

と
訴
え
た
の
は
、
ご
自
身
も

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
へ

の
感
染
で
生
死
を
さ
ま
よ

い
無
事
に
回
復
さ
れ
た
イ

ギ
リ
ス
の
ジ
ョ
ン
ソ
ン
首

相
。
１
９
８
０
年
代
に
サ
ッ

チ
ャ
ー
首
相
が
新
自
由
主

義
路
線
に
大
き
く
舵
を
き

る
中
で
述
べ
た
「
社
会
な
ん

て
も
の
は
な
い
。
あ
る
の
は

個
々
の
男
と
女
、
家
族
」
と

の
発
言
を
意
識
し
た
も
の

だ
と
報
じ
ら
れ
、
い
ま
大
き

な
注
目
を
浴
び
て
い
ま
す
。 

日
本
で
も
世
界
で
も
「
ポ

ス
ト
コ
ロ
ナ
」
を
さ
ま
ざ
ま

な
方
た
ち
が
論
じ
始
め
て

い
ま
す
が
、
そ
の
大
き
な
一

つ
が
新
自
由
主
義
路
線
の

破
た
ん
に
つ
い
て
。
例
え
ば

広
島
県
で
は
１
９
９
３
年

に
全
国
で
初
め
て
保
健
所

と
福
祉
事
務
所
を
統
合
し
、

県
内
の
保
健
所
が
次
々
と

減
り
、
２
１
施
設
あ
っ
た
の

が
今
は
７
施
設
と
な
り
ま

し
た
。
１
０
０
万
都
市
の
広

島
市
で
も
各
区
単
位
に
あ

っ
た
の
が
今
は
１
つ
に
。
保

健
師
も
減
ら
さ
れ
、
こ
の
コ

ロ
ナ
禍
で
今
ど
こ
で
も
人

手
が
足
り
な
い
、
対
象
範
囲

が
広
す
ぎ
る
と
パ
ン
ク
状

態
に
な
っ
て
い
ま
す
。
感
染

症
指
定
病
院
の
実
態
は
ど

う
か
。
広
島
市
の
舟
入
市
民

病
院
は
１
８
９
５
年
に
感

染
症
専
門
の
病
院
と
し
て

設
立
さ
れ
ま
し
た
が
、
１
９

８
６
年
に
感
染
病
床
が
１

０
０
床
か
ら
５
０
床
へ
と

減
ら
さ
れ
、
２
０
１
４
年
の

独
立
行
政
法
人
化
を
機
に

５
０
床
が
１
６
床
へ
と
減

ら
さ
れ
ま
し
た
。
さ
ら
に
自

治
体
そ
の
も
の
も
、
と
広
島

県
は
当
時
８
６
市
町
村
あ

っ
た
の
が
「
平
成
の
大
合

併
」
で
今
や
２
３
市
町
と
な

り
ま
し
た
（
合
併
率
７
３
・

３
％
は
全
国
二
番
目
の
高

さ
で
す
）
。
す
べ
て
理
由
は

「
金
が
か
か
る
か
ら
」
と

「
効
率
が
悪
い
か
ら
」
。
歴

代
自
民
党
政
権
に
よ
っ
て

経
済
と
効
率
ば
か
り
が
優

先
さ
れ
、
学
校
も
病
院
も
公

共
施
設
全
般
も
減
ら
す
方

向
へ
と
誘
導
し
、
「
田
舎
に

は
も
う
住
む
な
」
と
言
わ
ん

ば
か
り
の
コ
ン
パ
ク
ト
シ

テ
ィ
ー
構
想
ま
で
推
進
中

で
す
。
多
く
の
人
た
ち
が
コ

ロ
ナ
危
機
の
中
で
「
こ
ん
な

社
会
の
あ
り
方
で
本
当
に

い
い
の
か
」
と
真
剣
に
考
え

て
い
ま
す
。
そ
ん
な
中
で
の

検
察
庁
法
改
正
案
。 

今
「
＃
改
正
案
に
抗
議
し

ま
す
」
に
続
く
ツ
イ
ッ
タ
ー

で
の
新
た
な
合
言
葉
は
「
＃

さ
よ
な
ら
安
倍
政
権
」
。
社

会
と
政
治
の
あ
り
方
を
根

本
か
ら
問
う
激
動
の
６
月

で
す
。 

（５
月
２
６
日
記
） 

 

中
学
校
区
単
位
で
行
わ

れ
て
い
た
議
会
報
告
会
の

形
が
変
わ
り
、
「
や
す
ぎ
未

来
ト
ー
ク
」
と
し
て
、
議
員

と
市
民
が
自
由
に
意
見
交

換
し
、
安
来
の
こ
れ
か
ら
を

考
え
て
い
く
場
と
位
置
づ

け
ま
す
。 

例
え
ば
、
産
業
振
興
、
福

祉
・
医
療
、
教
育
・
子
育
て

支
援
な
ど
の
テ
ー
マ
に
沿

っ
て
市
民
団
体
、
事
業
所
な

ど
幅
広
い
方
と
の
意
見
交

換
の
場
に
な
れ
ば
と
考
え

て
い
ま
す
（
５
人
以
上
の
グ

ル
ー
プ
で
あ
れ
ば
可
）
。
申

込
用
紙
は
、
各
地
区
交
流
セ

ン
タ
ー
に
あ
り
ま
す
。
市
議

会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

（
「
向
田
さ
と
し
の
議
会
だ

よ
り
」
よ
り
） 

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
に
伴
う
緊
急
経
済
対

策
の
具
体
化
の
た
め
、
総
額

１
兆
円
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

 

後
藤
議
員―

市
は
２
学

期
か
ら
学
校
給
食
費
の
値

上
げ
を
予
定
し
て
い
る
。
憲

法
は
「
義
務
教
育
の
無
償
」

を
定
め
て
お
り
、
国
に
無
償

化
を
求
め
、
値
上
げ
分
は
、

市
が
子
育
て
支
援
策
と
し
て

助
成
す
べ
き
。 

伊
藤
副
市
長―

給
食
費
は

学
校
給
食
法
で
保
護
者
負
担

と
さ
れ
て
お
り
、
憲
法
で
規

定
す
る
義
務
教
育
の
無
償
化

は
学
校
給
食
費
ま
で
は
及
ん

で
い
な
い
。
国
に
無
償
化
を

要
望
す
る
考
え
や
値
上
げ
分

を
公
費
負
担
す
る
考
え
は
今

の
所
も
っ
て
い
な
い
。（
「
ご

と
う
由
美
・
市
議
会
報
告
」

よ
り
） 

ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生

臨
時
交
付
金
は
、
島
根
県
と

県
内
自
治
体
へ
の
交
付
金
限

度
額
は
合
計
８
２
億
９
０
０

０
万
円
（
県
５
０
億
４
９
０

０
万
円
、
市
町
村
３
２
億
４

１
０
０
万
円
）
と
さ
れ
、
江

津
市
へ
の
交
付
金
の
上
限
は

１
億
３
６
０
０
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。 

５
月
２
９
日
が
感
染
対
策

の
実
施
計
画
の
提
出
期
限
と

さ
れ
て
お
り
、
江
津
市
で
は

実
施
計
画
に
盛
り
込
む
事
業

に
つ
い
て
５
月
１
８
日
に
も

庁
内
各
課
で
調
整
を
行
う
と

さ
れ
、
６
月
下
旬
に
国
の
決

定
を
受
け
、
夏
頃
に
は
事
業

へ
充
当
さ
れ
る
見
込
み
で

す
。（
「
ご
う
つ
民
報
」
よ
り
） 

貴社は本年２月１９日、協力会社に委託している島根原子力発

電所サイトバンカ建物の放射線管理区域内における巡視業務に関

し、本年２月１６日の巡視業務が実施されていなかったことを公

表しました。そして、その後の調査で、驚くべきことに、２００

２年度以降、８人が計３２日、巡視業務を実施していなかったこ

とが明らかになりました。 

貴社は、２０１０年には５１１か所もの点検漏れを起こし、「不

正はしない」「ルールは守る」というコンプライアンス最優先の業

務運営を掲げ、再発防止策の継続実施を県民に約束していました。 

しかしながら、２０１５年には低レベル放射性廃棄物を処理す

る機器の検査報告書の偽造が発覚、さらに、２０１９年には放射

線量等の計測記録保管に関わる法令違反を起こすなど、相次ぐ法

令違反を繰り返しています。 

しかるに、貴社の清水社長は本年１月、「２０２５年度までに島

根原発２、３号機を稼働させたい」との意向を示し、「原発ゼロ」

を願う県民の願いを踏みにじる経営方針を表明しています。 

この発言に見られるように、貴社は、①甚大な被害を出し、今

も収束の見通しがない福島事故の教訓を真摯に学んでいない、②

原発は技術的に未完成で危険であることを直視せず、安全神話に

ドップリ浸かっていることは明白です。ここにこそ不正・不祥事

が続く、貴社の根本的な原因があるのではないでしょうか。 

不正・不祥事続きの貴社に対し、県民からは「全国最多の不正

を続ける中電に原発を運転する資格はない」「もう中電は信用でき

ない」との厳しい批判の声が上がっています。 

わが党ならびに多くの県民は、経営陣をはじめ、協力会社まで

安全神話に浸かりきっている貴社に島根原発を動かす資格はない

ことを強調するものであります。 

以上の立場から、下記事項を申し入れます。 

 

1. 中電ならびに協力会社の職員に対し、①福島事故の教訓、②

原発事故が国民の生存権、幸福追求権、財産権、居住権など

基本的人権を奪い去ったことを共通認識とする対策を講じる

こと。 

2. 「原発は事故を起こさない」との安全神話から決別すること。 

3. 一連の不適切事案について、徹底した情報公開を行い、説明

会開催など説明責任を果たすこと。その上で、実効ある再発

防止策を講じること。 

4. 島根原発２号機再稼働、３号機新規稼働に向けた活動を断念

すること。 

申し入れる参加者

＝5月 18日、中電

島根支社 


